
平成２８年３月１４日 

総務省地域力創造グループ 

      過疎対策室 

過疎地域・過疎対策の概況 

くらしの中に 

資料１－１ 



主な内容 

  過疎地域自立促進方針・計画の策定状況について 

 

  平成２７年国勢調査人口速報集計結果について 

 

  まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015改訂版）（平成27年12
月24日閣議決定）について 

 

  平成２８年度過疎対策室予算（案）等について 
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平成22年 
4月1日 

平成28年 
4月1日 

平成33年 
3月31日 

（平成22年改正法により６年間延長） 

過疎地域自立促進方針（都道府県） 

過疎地域自立促進市町村計画 

過疎地域自立促進都道府県計画 

（平成24年改正法により５年間延長） 

（平成26年改正法による追加団体） 

平成26年 
4月1日 

過疎地域自立促進方針及び過疎地域自立促進計画について 

過疎地域自立促進方針（都道府県） 

過疎地域自立促進市町村計画 

過疎地域自立促進都道府県計画 

過疎地域自立促進
市町村計画 

過疎地域自立促進市町村計画 

１．過疎地域自立促進方針（過疎法§５） 
  都道府県が行う過疎地域自立促進のための対策の大綱であるとともに、市町村計画及び都道府県計画の策定指針 

２．過疎地域自立促進市町村計画（過疎法§６条） 
  過疎地域市町村の総合的、計画的な自立促進を図るための総合計画、地域計画 

３．過疎地域自立促進都道府県計画（過疎法§７条） 
  都道府県が過疎地域市町村に協力して講じようとする措置の計画 

○ 平成２２年過疎法改正により、法の期限が平成２２年３月末日から平成２８年３月末日まで、６年間延長されたため、各団体は、 

 ６年間の方針・計画を策定済み。さらに、平成２４年過疎法改正により、法の期限が平成２８年３月末日から平成３３年３月末日 

 まで、５年間延長。        

○ 平成２７年度は、現方針・計画の最終年度であり、平成２８年度以降の新たな方針・計画を策定する年度 
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過疎地域自立促進計画等の策定フロー図 
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過疎地域自立促進計画策定状況等について（平成２８年３月１日現在） 

過疎関係４６都道府県中、全団体が平成２８年２月までに策定済み（うち１団体は平成２６年度に策定済み）。 

過疎関係市町村７９７団体中、７６団体（９．５％）が平成２７年１２月までに策定済み（うち１団体は平成２６年度に策定済み）。 
平成２８年３月末までに７９４団体（９９．６％）が策定予定。選挙などの事情により、平成２８年度に策定予定の団体が２団体。 
策定予定のない団体が１団体。 
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過疎地域自立促進方針 過疎地域自立促進市町村計画 

策定状況（予定） 

※都道府県への照会結果に基づく平成２８年３月１日時点の策定状況（予定）。 

過疎関係４６都道府県中、５団体（１０．９％）が平成２７年１２月までに策定済み。平成２８年３月末までに４３団体（９３．５％）が
策定予定。平成２８年度に策定予定の団体が１団体。過疎地域のみを対象にした事業がない等の理由により、策定予定のない
団体が２団体。 

過疎地域自立促進都道府県計画 

過疎地域自立促進市町村計画 

過疎地域自立促進方針 
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過疎地域自立促進都道府県計画 
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平成２７年国勢調査人口速報集計結果（概要） 

 
○ 全国の人口は１億2,711万人 
○ 平成22年から94万7,000人減少（▲0.7％） 
○ 大正９年の調査開始以来、初めての減少 
 

 
○ 全国1,719市町村のうち、1,416市町村
（82.4％）で人口が減少 
○ ▲５％以上減少した市町村の割合が約半数
（48.2％）に拡大 

人口及び人口増減率の推移（大正９年～平成27年） 人口増減率階級別市町村数の割合（平成12年～平成27年） 

１．全国の人口 ２．市町村の人口 

人口増減率階級別市町村数の割合（平成12年～平成27年） 

（出典：総務省統計局） 5 



過疎地域の人口（Ｈ２７国調速報値）について 

過疎地域の状況 

５年間人口増減率の推移 
（全国、過疎地域、非過疎地域） 

（備考） ①増減率は、『国勢調査人口』より算出。 

     ②過疎地域は平成27年4月1日時点（797市町村）であるが、一部過疎団体については過 

       疎地域分の人口のデータがないため、実績及び推計ともに非過疎地域に分類している。 

過疎地域の人口増減率階級別市町村数 

○ 過疎関係市町村（Ｈ２７．１０．１）の人口は、約９３１万６，０００人 
○ 平成２２年から約７６万５，０００人減で、▲７．６％減  
○ 過疎関係市町村のうち、３１．９％（２０６市町村）が▲１０％以上の人口減 
 ※過疎関係市町村とは、全域過疎（６１６市町村）及びみなし過疎（３０市町村）の市町村のみ（一部過疎（１５１市町村）は除く） 

                     （過疎関係市町村）    （全 国）    （過疎地域割合） 

人口（千人） 【平22国調】   10,081    128,057          7.9 ％ 
           ↓ 
      【平27国調速報値】   9,316      127,110          7.3 ％           
 
５年間人口減少率（％）  ▲7.6 ％   ▲0.7 ％           
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【施策の概要】 

 人口減少や高齢化が著しい中山間地域等においては、一体的な日常生活圏を構成している「集落生活圏」を維持することが
重要であり、将来にわたって地域住民が暮らし続けることができるよう、地域住民が主体となって、①地域住民による集落生活
圏の将来像の合意形成、②地域の課題解決のための持続的な取組体制の確立（地域運営組織の形成）、③地域で暮らして
いける生活サービスの維持・確保、④地域における仕事・収入の確保を図る必要がある。 

 また、これらの取組を進め、くらしを守るためには、地域住民の活動・交流拠点の強化や、生活サービス機能の集約・確保、
周辺との交通ネットワークの形成等により利便性の高い地域づくりを図ることが必要である。 

 このため、地域の生活や仕事を支えるための住民主体の取組体制づくりや利便性の高い地域づくり（「小さな拠点」の形成
（集落生活圏の維持））を推進する。 

【主な重要業績評価指標】 
  ■小さな拠点（地域住民の活動・交流や生活サービス機能の集約の場）の形成数：1,000か所を目指す 
  ■住民の活動組織（地域運営組織）の形成数：3,000団体を目指す 

【主な施策】 
 ◎ (4)-(イ)-① 地域住民による集落生活圏の将来像の合意形成及び取組の推進 

（略）また、地域住民の主体的な地域づくりへの参画から事業の実施までの一連のプロセスを各地で進めていくため、関係府
省庁が連携した取組の推進、地方公共団体への説明会の開催等による普及等を行ってきた。今後、各府省庁の事業等によ
る「小さな拠点」の形成支援をはじめ、関係府省庁による連携した支援の維持・強化を図るとともに、「小さな拠点」の形成（集
落生活圏の維持）に取り組む上で参考となる手引書の活用を促進する。また、地域の取組の実践に向けて参考となる事例紹
介等を行うフォーラムの開催や、先駆的な取組を行う地方公共団体との連携を進め、「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維
持）の取組を促進する。 

 
 

（４）時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 
 （イ）「小さな拠点」の形成（集落生活圏）の維持 

Ⅲ 今後の施策の方向 
 ３．政策パッケージ 
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まち・ひと・しごと創生総合戦略(2015改訂版)（平成27年12月24日閣議決定） 



「小さな拠点」の形成推進 

○中山間地域等において、将来にわたり地域住民が暮らし続けることができるよう、地域の生活や仕事を支えるた
めの住民主体の取組体制（地域運営組織）づくりや活動・交流拠点の強化、生活サービス機能の集約・確保、周
辺との交通ネットワークの形成等による利便性の高い地域づくり（「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維
持））を推進 

地域住民による集落生活圏の将来像の合意形成 

地域の課題解決のための持続的な取組体制の確立 
（地域運営組織の形成） 

地域で暮らしていける生活
サービスの維持・確保 

（機能等の集約・確保、交
通ネットワークの形成等） 

地域における仕事・収入
の確保 

小さな拠点の形成プロセス 

＜支援の概要＞ 

ソフト事業（※１） ハード事業（※２） 

対象事業 
（取組例） 

・高齢者サロンの開設 
・ボランタリーチェーン等と連
携した買物機能の確保 

・デマンドバス・タクシーの運
行 

・特産品の開発や６次産業化に
よる高付加価値化 

・田舎暮らし体験等による都市
との交流産業化 等 

既存公共施設を活用した施
設の再編・集約に係る改修 
等 
（例） 
・旧役場庁舎を子育て支援
施設、高齢者福祉施設な
どに活用 

・廃校舎を集会施設、図書
室などに活用等 

補助率 定額（2,000万円以内） １／２以内 

＜事業申請手続き＞ 

※１ 総務省 過疎地域等集落ネットワーク圏形成事業 
※２ 国交省 「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業 

「「小さな拠点」形成支援に関する事業の募集に
ついて」（統一様式）に基づき、 
内閣府地方創生推進室へ必要書類を提出 

集落 集落 

集落 

集落 

診療所 

郵便・ＡＴＭ 

例：廃校舎を集会施設、
図書室などに活用 

「小さな拠点」の取組イメージ 

（新旧小学校区
などを想定） 

地域運営組織 

スーパー跡地 

○「小さな拠点」の形成に取り組む市町村や地域 
 運営組織をソフト・ハードの両面から支援 

例：旧役場庁舎を子育て
支援施設、高齢者福祉
施設などに活用 

例：コミュニティバ
ス・デマンドタク
シーの運行 

農産物加工施設 

小さな拠点 
集落生活圏 

例：スーパー撤退後の施設を
集落コンビニ、農産物出荷拠
点などに活用 

例：周辺集落や市街地とつなが
る生活交通の拠点づくり 
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 集落の維持・活性化を図るため、基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりとす
る「集落ネットワーク圏」（「小さな拠点」）において、住民の「くらし」を支える生活サポートシステ
ムの構築や「なりわい」を継承・創出する活動の育成を支援する。 

過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 
（まち・ひと・しごと創生総合戦略：「小さな拠点」の形成関連事業） 

B集落  

A集落  

C集落  

D集落  

役場所在地域 

・役場・病院・商店街 

・事業所  ・駅 

基幹集落 

（地域内外） 

※集落ネットワーク圏の範囲は、新旧小学校区、旧町村等を想定 

集落ネットワーク圏における取組イメージ 

（１）事業実施主体      集落ネットワーク圏を支える中心的な組織 

                  （地域運営組織）  

                                     ※ 交付金の申請は市町村が行う。 

（２）交付額           １事業当たり 2,000万円以内 

（３）平成28年度予算（案）               400,000千円 

（４）対象事業         集落ネットワーク圏の形成に係る取組及び 

                  活性化プランに基づく活性化のための事業                  

 

・組織体制の確立 

・活性化プランの作成 

作成 

具
体
的
事
業 

集落ネットワーク圏 

活性化 
プラン 

専門家等による支援 

○ 高齢者サロンの開設 

○ 雪下ろし、雪よせ 

○ ボランタリーチェーン等と

連携した買物機能の確保 

○ デマンドバス・タクシーの

運行 

○ 伝統芸能や文化の伝承 

○ 特産品の開発や６次産

業化による高付加価値化 

○ 田舎暮らし体験等による

都市との交流産業化  等 

地域運営 
組織 

施 策 の 概 要 

 

・集落ネットワーク圏 

 計画を作成 

・集落ネットワーク圏 

 の形成・活動を支援 

 

 

 

 

市町村 
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地域運営組織について 

 地域の生活や暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって形成され、地域内の様々な関係
主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、地域課題の解決に向けた取り組みを持続的
に実践する組織 
 

（１）地域運営組織 

○活動範囲は「小学校区」（概ね昭和の大合併で消滅した旧村エリア） 
○全国の１／４の市町村に１，６００を超える組織があり、さらに８割を超える市町村が必要性を認識 
○約７割が法人格を持たない任意団体で、残り約３割の大半がＮＰＯ法人 
○主な活動内容は高齢者交流、声かけ・見守り、外出支援、配食支援、買い物支援など幅広い 
○主な収入源は市町村補助金、会費、利用料であり、財政基盤が脆弱 
○地域の有志や組織、団体で構成される地域に根ざした組織であり、人材不足が課題  
 

（２）活動実態 

（１）地域運営組織の運営支援のための経費 
   地域の生活やくらしを守るための組織である地域運営組織が持続可能な活動を継続できるよう、 
  地域運営組織の運営に係る所要の経費を計上 
（２）高齢者等のくらしを守る経費 
   地域における住民同士の支え合いによる高齢者支援の取組（高齢者交流、声かけ・見守り、 
  買物支援、弁当配達・配給食、雪下ろし等）に係る所要の経費を計上 
 

平成28年度における地方財政措置（市町村500億円） 
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平成26年度暮らしを支える地域運営組織に関する研究会報告書（抜粋） 


